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ソ連邦における労働紛議審理制度（3）  

中村賢二郎  
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1労働紛議審理制度の形成過程  

2 旧規則下の紛議審理制度  

（1）ネップ時代の紛議審理制度（1922－1933年6月）  

12）ソ連邦労働人民委員部とソ連邦労働組合中央評議会の合併以後の紛議審理制度  

（1933年6月－1957年1月）  以上第37巻欝2・3号掲載  

3 現行の労働紛議審理制度  

まえおき  

（1）労働紛議の審理機関  

（2）KTCに．よる紛議審理  

イ 構成  

口 権限   

ハ 異議申立・審理期間   

工 活動手続   

ホ 執行手続 以上第38巻第1・2号掲載  

（3）◎3肌Eによる紛議審理   

ほじめに   

イ 構成   

口 審痙事項 

ノ＼異議申立・審理期間   

工 審理手戯   

ホ 執行手続  

以下本号  

（5）¢3川Kによる紛議審理  

はじめに   

新規則ほ¢3肌Kを労働紛議審理の第2審機関として∴規定しているが，今日  

の¢3∧4Kのこれにかんする審理機能を知るにほ新規則以後に判定された諸規  

則との関連のなかで考察する必要がある。  

1957年12月17日のソ連邦共産見中央委員会の12月総会はその決定「ソ連邦労   
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し】＼  

租の活動についで」のなかで，労働者を生産管理に引入れ，経済・文化建設に  

おける労組の役割を向上させると同時に，労組が労働立法順守に・ついて国家的  

監督を行う権限を最大限に利用しなけれほならないことを指示した。この基本  

方針は1958年7月9日何のソ連邦閣僚会議と全連邦労雑中央評議会確認の「工  
（2）  

米企業・建設所・NITC・PTCの常設生産協議会にかんする規則」および1958  

年7月15日付のソ連邦最高ソビエト幹部会確認の「（p3肌Kの権限にかんする規  

（き） 則」（1961年10月2日付で－・部改正）のなかに具体化された。とりわけ，後者  
の規則ほ生産管理および労働者の労働条件・生活条件の改善面における¢3ル1K  

の極限を大幅に拡大し，特紅紛議処理（なかでも解雇紛議の‘）におけるその権  

限を強化した点が注目される（後述）。   

新審理手続にかんする規則の最も蛋要な特色ほ，個人的性質の労働紛議につ  

いては企業管理部を義務付けるような決定を出す権限を¢3ルIKに付与した息  

に．ある。これによって現場の労細機関が対管理部との関係において直接労働  

者・事務職員にたいする法的利益の擁護機能を強化し，労働関係の領域に・おけ  

る社会主義適法性を保障する役割を一層高めること紅なった。   

旧規則‾F■の◎3川Kほ労働紛議の審理機関でほなかった。時折，企巣・施設  

に生じた個々の労働紛議について本質的な決定を出すこともあったが，しかし  

それほ決して今日みられるような法上の義務的な労働紛議審理機関であったわ  

けではなかった。したがってその場合の決定も労鮨機関としての見解を表明し  

たものにすぎず，道徳的拘束力はともかくとして，特に法的効力をもってこいた  

わけではなかったので，PKtくや人民裁判所の裁定や判決のようにそれを別に  
（4）  

強制執行することもできなかったわけである。   

ともかく¢3肌Kに労働紛議を本質的に審理する権限をあたえたことは，旧制   

（1）1957年12月19日付「プラウダ」紙。C60p丹昆K3a王く0ⅠIO一環are刀bH以ⅩaXTO王‡O Tpy月e 

rocIOpIi3月aT・1959・CTpり9  

（2）CnpaBOqHHKrIPO中CO王03HOrO pa60THHKa・nPO¢H3且aT・1964”CTp・87－89  
（3）TaM）Keい Cでpい1光一196  

（4｝ AEl、naLuepCTHHK：PaccMOLrPe＝HeTPy且OBbrX CrIOpOBlMccKBa1958‖CTP・45   
なお，¢3肌Kの法的・社会的機能の変避についてほ，これを別に歴史的紅考察してみ   
る必要がある。   
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度との根本的相違点であるとい．え．る。このような権限を附・引ノたことは¢3肌K  

のソビエト市民の労働の権利にたいする擁護機能を拡大し，労働立法違反と斗  
（5）  

う労親機関の役割を－一層強化したこ．とに．なった。このことほまた第20回党大会  

以来の勤労者の社会組織，とりわけ労組の権限拡大化の路線の1つのあらわれ  

でもあるム  

イ．構  成   

KTCは法的性質からみれほ，企業管理部と労組の共同審理機瀾であり，ま  

た労働者数15名以下の職場でも少くとも労組の組織名OpraIiH3aTOpのいる企  

業・施設・組織ならばどこでも設置される（7条）。これにたいして，′¢3Mlく  

は組合員数15名以上の企業・施設・範故において設置されることに．なってい  

る。この現在の¢3肌Kの設置基準は1959年8月27日付のソ連邦労働組合第12  
（6）  

回大会確認の「ソ連邦労親規約」第43条では親合員数25名以上となっていたの  

が，1963年11月1日の第13匝l同大会で組合員数15名．以上と改正されたものであ  

る（同規約第47条）。このような設置基準の綬和策も，◎3MKの権限強化によ  

り国家機能を小規模の社会団体までにも漸次的に移譲していこうとする方策の  

1つのあらわれではないかとも考えられる。   

なお，組合員数15名以下のため¢3∧4Kの設置できない企業・施設・観繊匿  

おいては，労働紛議の審理はKTCから直接人民裁判所に．持込まれることになっ  

ている（24条）。   

¢3MKは各企業・施設・組織の基層労雑組織の総会で秘密投票により選出  

され，そ・の任期ほ1年である。¢3MKの定数鱒各々の総会もしくは代表者会  

議ⅠくOH¢epeⅢ♯はで任意に虐められる（1968年11月1日付帯18回ソ連邦労雄大  
（7）  

会確認の「ソ連邦労組規約」第47条）。   

しかし，この定数についてはすでに1947年9月5日付のソ連邦労組中央評議  

（5）Blr H・CMOJI叩VyZ｛：口op朋OX PaCCMOTpe汀舶 TPy月OBhIX CrrOPOB B CCCP 
肌ocIくBaCTP、49－・50  

（6］CrIpaBOtlHHK rIPO中COK）3IiOrO pa60THHKalnpO如3ZLaT・P1962l．CTpl147  
（7）CIIPaBOtlHHKrTPO¢coIO3tlOrC Pa60TI‡HKa npO4〉H3RaTl1964＝CTpl158・－159   
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会幹部会決定「労親機関に．おける組織的大衆活動の改着払ついで」第4条で  

「（P3MKの定数を次のように．定める。労働者500名以下の場合ほ5名乃至9  

名，1，000名以下の瘍合は9名乃至13名，3，000名以下の場合は11名乃至ほ名，  

8，000名以上の場合ほ15名九至25名とする。職場委員会の定数は5名乃至11名と  
（る）  

する」と一・応の基準が出されている。  

（9）  ◎3MK開催の定足数は号色の委員の出席を必要としている（労組規約第21条）。  
また◎3肌Kの任期前の改選は基層労範組合員の一色の要請がある場合，および  

（9） ⊥級労組機関の決定がある場合に．おこなわれる（労組規約第19条）。  
口．審理事項   

個人的労働紛議審理の第2審機関としての¢3MKは新規則において次の2  

種の紛議を審理事項にしている。  

（1．）KTCで合意のえられない未解決の紛議を労働者が申立した場合（28条  

の1項）。   

職場KTCの裁定に不服な労働者が全工場KTCへ申立したが，そこで合意の  

えられない場合には，申立人たる労働者ほ職場KTCの裁定について◎3MKへ   

㈲ これと関連するが，1957年11月10日何のソ連邦労組中央評議会幹部会の決定「労働組合   
製作所・エ場・現地（職場）委員会について」では「しかし，ソ連邦中央評議会幹部会   
は常設の◎3MKの組織を上から規制して－しまうのほ・よろしくないと考える。  

その結果ほ大企巣でも小企業や施設でも全く同数の委員会が設置されている。このよ   
うな状況は大抵の場合，基層労組機関の仕事の具体的な特殊性や条件を考慮しないで，   
ただ形式的に委員会を設置することになっている。  

このような欠点を－僻し，◎3MKの仕事にたいする同委員会の責任を高扮し，¢3肌K   

や職場委員会の仕事に労組活動家をより広場に誘引するためには，全速邦労組中央評議   
会幹部会ほ次のことを決定する。  
¢3MKが企業・施設の労組委員会の決定にもとづいて組織されることを確定するこ   

と。組織される委員会の定数とその構成員は具体的に諸々の条件やあれこれの実践的必   
要性を考慮して◎3MKが決定しなければならない。」と述べで◎3MKの活動の画   
一北と動脈硬化をチ∴エックしようという措置が色々と試みられて・いることを附言してお   
く。TaM二混e，CTp・179  

（9）TaM Xe，CTp・149－150  

、  労組規約第19粂 どのような労組機関といえとも任期前の選挙は，組合員の旭以上の   
要請のある場合，また上級労組機関の決定がある場合に・行なう。   
労組規約第21条 組合員の給金・労組代表者会議・労組大会および労組委員会や労組   
評議会の会議は組合員・代表者委員会もしくは労組評議会の委員の早島の出席ある場合に   

開かれる。   
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（10）  

異議申立．をするこ．とになるのは云うまでもない。  

（2）労働者がKTCの裁定に．不服で異議申立した場合（28粂の2項）。   

この場合¢3ルIKとしてほ労働者の申立を却下してKTCの裁定を有効とする  

か，もしくほⅠくTCの裁定を取消し，あらたに紛議の本質的な決定を行うこと  

になる（29条）。   

¢3MIくの審理する労働紛議のはとんど大部分ほ（2）の場合であって，（1）はご  
（11）  

く少数のようである。¢3肌Kは主に以上2種の労働紛議を労働者の申立で審  

理するが，なおこの他軋以下のものを審理事項に．している。  

（3）管理部の解雇申請  

1958年7月15日付ソ連邦最高ソビエト幹部会令確認の「◎3MKの権限にか  
（12）  

んする規則」は㌧労働紛議の審理における¢3皿Kの権限を特紅大幅に拡大・強  

化した。すなわち同規則算10条ほ◎3MKがKTCの裁定にたいする労働者の異  

議申立を審理する機関であることを再確認すると同時に．，「労働者・事務職貞  

は◎3州．Kの同意なしに．，管理部の発意で企業・施設・組織より解雇されるこ．  

とはない．」として，労働者を解雇する場合の¢3川Kの同意権を規定した。   

管理部に．合法的解雇事由があってもー・方的な労働者の解雇は許されず，まず  

管理部ほ◎3皿Kにたいし解雇申請をしてその同意をうることが必要に．なった。  

これにより管理部の解雇申立の合法性および正当性を実質的に審査する権  

限が¢3叫Kに．付与されたものと－・般紅解釈されて－いる。この節10条の適用・解  

釈をめぐる問題は今日かなり重要視されて1、るので項をあらためて詳述する。  

（4）物質的損害補償に．かんサーる紛議   

¢3肌Kゐ権娘にかんする規則第10条にほその他に1961年10月2日付の改正  

で「（さ3川Kは作業による不具その他の健康損傷に．よって労働者・事務職員に．  

加え．られた損失の企業・施設・組織による補償にかんする管理部の決定にたい  

tlO）B一HⅢK拓THHCIくH払 A・CTaBqeBa：KaIくHMIlpaBaMH rTOJIZ｝3y王OTC兄 ¢3机KM・   

Cnpa8e7柑a兄Ⅰ臼丑汀a－，npO中裳3且a一丁・1964ハCTp・139  

（11）Bn H”CMOJ751PtZyK：nOp兄AOX paCCMOTpeHH兄 Tpy且OBLrX CIIOpOB B CCCPい   
机ocK銅山1962ヒTp49  
n2）CnpaBOtIHHKfrPO¢cozo3HOrO pa60rHHKanpO如3RaTl1964・CTp・194   
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して行う異議申立をもまた審理する」という条項が附加された。   

そのご，1961年12月22日付のソ連邦閣僚会議労働・賃金問題国家委員会およ  

びソ連邦労組中央評議会幹部会決定確認の「職務上の労働災害やその他の身体  

傷害による労働者・事務職眉の損害にたいする企業・施設・細織の補償規程」  

第6条は「企業・施設・細織の管理部は被災者もしくはその他の利害関係人の  

申立に．より，労働省・事務職員に．，本人死亡の場合は補償を受取る権利のある  

被扶養者に相当類の支払をする決定を行う義務がある。 被災者もしくはその  

他ゐ利害関係人が管理部の決定に．不服な場合，補償をうける権利あるいは．その  

額匪二かんする紛議ほ¢3朗Kで審議される。 被災者もしくは利害関係人もし  

くほ管理部が¢3肌Kの決定に．不服な場合，また企業・施設・組織に労舶委員  

会のない場合にほ損害補償にかんする紛議は人民裁判所が審理する」と規定し  
（1＄）  

た。   

これによって，¢3肌Kほ職場でうけた労働災害あるいはその他の身体傷害  

の物質的扱害の補償請求権や補低額に・かんする紛議を審理する第1審機関とな  

った。  

（5）社会保険にかんする紛議   

¢3MKほ被保険者卑る労働者と社会保険委員会間の社会保険の手当の静定  

や給付，また労働経歴などにかんする紛議を審理する。   

¢3MKの権限にかんする規則第11条は，「（p3MKは企某・施設・組織の労  

働者・事務職員の国家社会保険を実施し，社会保険の手当を算定し，労働者・  

事務職員にたいする社会保障機関の年金の算定にその代表者を通じて参加し，  

労働者・事務職員をサナトリウムや療養所・休息の家に送り，労働者・事務職  

員およびその家族にたいする医療サ・－ビス機関を点検する。   

¢3皿Kほ企業・施設・組織の社会保険料の適時の支払を監督し，必要な場  

合には所定の手続により保険料の強制徴収を行う0   

¢3MKが労働者，事務職員の労働不具もしくほ職業病を管理部の労働保護  

u3）rOCyAapCTBeHr［Oe COtユHaJIhHOe CTpaXOBat†He －－  C60pHHK O初陣aJZZ）HbTX   
MaTepHa刀OB一口po¢捉3月aで・1963・C叩・285   
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規定あるいほ安全技術規定遵反の結果であると認めた場合，◎3叩Kは．これら不  

具もしくは催病にかんする一・時的労働能力喪失手当支払の費用を企業・施設・  

組織が非訟手続B6eccIIOpHOM r70p月且Keで国家社会保険の予算に，補償するよ  

う管理部を義務付ける決定を下す。」と規定している。   

これらの紛議はすべて紛議当事者紅たいして上級の労雑機関が審理すること  

になっている。例えば，労働者と社会保険委員会問の紛議ほ◎3MKが，労働  

者と¢3肌K間の紛議ほ労組州委員会もしくは労組評議会がそれぞれ審理すも  
（14）  

のであり，裁判機関や調停機関では審理されない。   

なお，社会保険委員会は従業員iOO名以上のあらゆる企業・施設・組織紅設  

置されること把なっており，同委員会の任務や活動手続については1962年1月  

、5日付全逓邦労組中央評議会幹部会確認の「社会保険委員会規則」に．規定され  
（15）  

ている。しかし，これらの紛議の審理手続や裁決の執行はXTC・¢3川Kや人  

民裁判所の普通の労働紛議審理手続と．ほ根本的に．異なっているようである。   

なお，これ以外に◎3肌Kの審理事項匿属するものにほ次の場合がある。KTC  

の裁定につき¢3MKが強制執行証書を交付する場合，たんに形式的にこれを  

交付するのではなくて実際には◎3∧AKが同裁定の適法性を点検すること，紅な  

ってこいる（後述）。また¢3州KほⅠくTCの裁定に．たいして検車の異議申立がある  

場合これを審理する。  

（14）CoBeTCZ（0さTP．yROBOe TIPaBO・rTOR PeAaKIIHe葺月OqeHTa B・C AIす月PeeBa…   

H3月aTeJIbCTBO＜：BbICⅢa打】山墨OJIaて＞・Moc王（Ba・1965・Cでpl316 およびB・Ⅱ班KHT・・   

HHCKI摘，AlCTaBIleBa：KaKE4MH rlpaBaMH rIOJrb3y10TC5I¢3MK，nPO如3RaT・・  
1964. cTp 199 

u5）CnpaBOtIHHt（pO中COIO3HOrO Pa60rH批a”1964hCTp」311，BrIOMOlnbKOMHCC打兄M   
q）3机K－・6z16JIHOTetIKarIPO¢coIO3HOr．O aZ（ⅢBHCTa－20（92），npO¢H3AaT・19e4・CTp・   

26 およびrocyノ環aPCTBeZIHOe COI岬a一打bHOeCTpaXOBaH班e qC60pHm（0中HLMaJ7－   
bHuX MaTepHa刀OB一口po㊥班3Aaで・1963CTpl写6   
社会保険委員会規則第2灸「社会保険委員会は⑳3肌Kのもとに・100名以上の労働者・事   
務職員のいる企業・施設・親故に組織される。労働者がそれ以下の企業・施設・組織で   

ほ同委員会ほ¢3肌Kの決定により必要が生じた場合に組織される。労働組合職場委員   

会のある職場紅社会保険職場委員会が組織される。¢3入4Kのもとに社会保険琴員会の   
ない企業・施設・親機匿は同職場委員会も組織されない。社会保険委員会の組織のない   
企業・施設・粗放には，国家社会保険の－切の実務ほ保険代表委員を加えて⑳3MKが   

直接行う。」   
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◎3MKは大体次の紛議を審理することができない。  

1．新労働条件の設定にかんする紛議   

2．予めKTCの審理をへていない紛議   

この場合¢3皿Kを第1審とする紛議などを除くのは云うまでもない。例え  

ば，前述の職務上の健康損害により労働者・事務職員に加え．られた損失の補償  

にかんする紛議。   

8．職場KTCでは審理されたが，全工場KTCで未審理の紛議。   

4．KTCの裁定に．たいする管理部の異議申立。   

例えば，労働者が企業に．加えた物質的損害の賃金控除に・労働者が不服な場  

合，管理部は14日以内にKTCに異議申立できることを例外的に・認めているが  

（労働法典第83条の2），そこで合意がえられないとか賃金控除を否認した場  

合，管理部は同裁定について：さらに¢3肌Kに異議申立できないし，また¢3MK  
（1¢）  

はこのような申立を審理する権限をもっていない。   

5．◎3肌Kの既に同意した解雇問題を¢3MKが再び審理することほできな  

い。   

なお，年金問題はKTC・¢3肌K・人民裁判所とも審理しない。  

ハ．異議申立・審理期間   

労働者がKTCの裁定に不服な場合，もしくほKTCで合意がえられないため  

紛議が未解決の場合の¢3MKに．たいする異議申立期間はいずれも10日以内で  

ある。掲：に前者の場合は．KTCの会議の議事録の抄本が交付された日から10日以  

内という規定がある（23条・24灸・27条）。   

もし，異議申立期間の10日後に¢3肌Kに申立があった場合軋，串立の遅延  

の原因を¢3MKの会議で審理した後にはじめて受理される。その原因が病気  

とか出張とかの正当事由のある時にほ紛議を受理するが正当事由のない場合は  
（17）  

期限切れを理由に申立の審理の拒否の決定を下すことになる。   

116）B・B小KapaBaeB，A・M・KaOraHOBC重くa；r，Pr3・JIHBuHu：Pa3peLueHHeTPyA・   
OBbIX CnOpOB・－KoMMeHTapH葺・－・rOC王OpⅡ3且aT1960一CTp・103  
u7）B・HHKHTHHCKHji，Au CTaBueBa：KalくHMH rrpaBaMHnOJrb3y王OTC5I¢3机K1964 
CLrp・140－【141   
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なお，職務中の労働者の災害の物質的損害補償にかんする紛議についての  
（18）  

¢3MKへの異議申立．期間は確定されていない。   

◎3MKでの紛議審理期間はKTCのそれとは異り，7日以内である（28条）。   

¢3MKの決定に．労働者が不服な場合ほ，同決定の抄本を受取った日から10日  

以内軋人民裁判所に提訴するて81条）。管理部も同■－・期間中に人民裁判所へ提訴  

できるが，ただしそれは¢3八4Kの決定が現行労働立法に．違反していると考えた  
（19）  

場合に限られる（32条）。こ．の場合管理部としては¢3肌Kの決定が違法なのほ  

どの個所か，ま牢どのような法令紅蓮反するのかを具体的に明示しなけれはな  

らない。「ゆ3肌Ⅰくの決定が現行法に違反するや否やの問題は人民裁判所に・よる  

紛議の本質的審理に．よって決定される」（1957年9月18日付のソ連邦最高裁判  

所総会の解釈）。   

¢3MKがなく，したがって労働雑合オルグしかない企業（7条）では，労  

働紛議はKTCから直ちに人民裁判所へ持込まれる（24条）。  

こ．審理手続   

¢3州Kで受理される労働紛議ほ予めKTCの審理をへたものであることが前  

提要件となる。¢3MKが労働紛議を本質的に藤理する権限をもち，また労組  

職場委員会に．たいしあらゆる蘭で指導的地位にあるといっても，原則として紛  

議審理の第1審機関たりえないし，またKTCの代りをする、こともできなし、。   

しかるに実際には．KTCで未審理の労働者め申立．を¢3MKが審理の対象に  

している遵法な事例がよくあるようである。例えば，グロトネンスク州では¢  

3肌KがKTCに代って先ず事件を¢3MKで審理し，その後しばらくたってKTC  

がまた再審しているようなことがある。ポドリスク機械工場では労働紛議が第  

（18）CoBeTCXOeTpy月OBOenpaBOPrrOZ（peAaZ｛LIHe葺且OueHTaB一C、AtlRPeeBaH3Aa－   
TeJIbCTBO＜BbIC凹a兄ⅢKOJIa＞肌OCIくBa‖19651・Cでp－322および   

B‖B Kapa8aeB，A”m・Ka¢TarrOBCKa兄，P”3・血BulHLt：Bo3MeuleHHeyIqeP6a，   
rrpHq紺eHHOrO3且OpOBh氾Pa60tlHXHCJryXauIHX－KoMMeHTapH葺－   
fOpH且椚eC‡（a51JIHTePaTyPa，MocL｛Ba・1963・CIP・73  
㈹HL，rいAJleKCaHAPOB‥CoB占rCKOeTpyAOBOerIPaBOlrOCIOpH3月aT机ocKBa・  
1963・Crp359   
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（20）  

1審のKTCで予め審理されないで工場委員会で処理された車例がある。とも  

かくKTCの審理をへない紛議にたいして行う¢3肌Kの決定が違法であり，  

かつ無効であることは既述の通りである。   

¢3肌K紅たいする異議申立は労働者のみができ，管理部には普通許されてい  
（21）  

ない。KTC の決定に／不服な場合ほ．労働者のみが原告になりうる。¢3肌Kは  

KTCの裁定にたいする管理部の申立を審理しない。   

また関係労働者の申立．もないのにKTCで未解決の労働紛議を¢3肌Kが再審  

するわけには．いかない。同様に関係労働者がKTCの裁定に．たいして異議申立  

もしないの紅勝手にKTCの裁定を取消したり変盛する権限は ¢3川Kに・ない  

（ただし，強制執行証書交付申請の場合ほ別）。それにも拘らず実際にほ二時々労働  

者の申立もないのに¢3MKが自己のイニシアチブや管理部の要請だけでその裁  
（38）  

定を取消すといった違法な事実もみられる。   

¢3MIくに．KTCで審理された労働紛議に対して■直接監督概能があるわけでは  

ない（ただし，労働者の強制執行交付の請求に伴って実質的監督権ほもつ）。  

労働紛議の審理軋さい して¢3肌KはKTCの裁定の内容と無関係に独自の本質  

的な決定を下さねばならない。   

労働紛議紅かんする◎3八4Kの決定が法的効力をもつための定足数は，既述  

したように．¢3MK委員の％である。すなわち，¢3叫Kほ墾の委員の出席ある  

場合に紛議審理のための会議を開くことができる（労絶頗約第21条）。  
（22）  

¢3肌Kの議長ほその他の◎3MKの委員と同様の権限をもっている。   

労働紛議にかんする¢3MKの審議はすべて公開される。組合員なら誰でも会  

議に出席できるが，決定採択のための票決にほや3肌K委員しか参加できないの  

は云うまでもない。このように審理が公開され，合議制の原則が守られること  

eO）＜rpoAHeHCIくa31rZpaB且a＞29ReKa6p5I1958 
B．H．CMOJr51Pt7yK‥nOP刃ZtOIくPaCCMOTpeHH月：Tpy且OBbrXCrZOPOBBCCCPl1962．   
CTP 50 
釦 CoBelCKOeTpyAOBOerrPaBO・H3AaTeJrbCでBO＜BbTCLua兄ulKOJra＞肌ocKBa1965・   
Cでp‖ 322  

但2）只い几KHCeJleB：OcHOBhrTpy且OBOrO3alくOrFORaTeJrbCTBaCCCP”H瑚aTeJrbCTBO   
＜B材Cua鱒叫KO刀a＞・Moc鞘a・1964√CTP－228   
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によってほじめ1で，労働紛議審理のさいのミスも避けることができるわけであ  

る。ところがこのような手続がとられずに．実際にほ，労働者の解雇といった重要  

問題が◎3肌Kで合議されずに．同議長の独断で個人的紅処理されている違法な事  
（28）  

実も少くないと報告されている。   

¢3∧lKが労働紛議を迅速かつ適確に処理するため紅は，それ相当の準備が必  

要である。この準備は．¢3肌Kの議長が行う場合もあれば，その委任をうけて  

¢3ルIKの委員の1人が行う場合もある。しかし後者の場合，すで紅KTCの紛議  

の審理に参加して当該紛議紅ついて一・定の意見をもっている委員は除外すべき  

であるとか，労働者の要求を拒否するような裁定を出したKTCの会議に出席し  
（24）  

た¢3MK委員ほこのような準備作巣に参加すべきでないといった説もある。  

このような配慮がなされるのも¢3肌Kの審理がKTCのそれとは別に．独自に行  

われるべきであると云う考え方から出たものであろう。   

紛議の審理はKTCの場合（15条）と同様，原則として関係労働者の出席のも  

とで行わねばならないが，病気・出張などのため出席できない場合ほ，¢3川K  

の労働紛議の審理は延期される。‘   

¢3MKがKTCの裁定にたいす・る労働者の申立を審理するにあたってほ，①  

その裁定が現行労働法規に違反していないか。⑧ KTCでの審理のさいに・審理  

手続が十分守られたか否かを十分点検する。¢3肌KがKTCの裁定を取消す必  

要なしと判定した場合ほ，申立を却下してKTCの裁定を有効にする。同裁定を  

遵法と判定した場合はこれを取消し，新しく紛議の本質的な決定を‾Fサこと紅  

なる（29粂）。   

以上の審理に際して，◎3肌Kは当該紛議紅かんする管理部の提案を予め聴取  

し，必要とあらばKTCですでに行われたと同じように証人を召喚したり，管理  

部に書類や計辞書の提出を命じる権限をもつ。KTCで未解決の紛議を審理する  

場合も，¢3肌Kはあらゆる関係資料を調査し，関係労働者の申立と管理部の提  

案をきいた上で紛議の本質的な決定を行うことが義務付けられる（30条）。  

㈹ ＜KoMMyH拡Cr＞25tiO兄6p兄1958・  
錮 B．HHKHTHHCK浦，AlCTaBLleBa：KaKHMHrIPaBaMHrIOJlh3yIOTC5I¢3肌K・nPO   
¢兄3ÅaT・1964・CTp・141   
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労働紛議に．かんする¢3MKの決定ほどのような場合でも現行労働立法・団体  

協約・労働契約・内部労働管理規則・現行の訓令・規則に．理由付けられ，それ  

らに立脚したものでなけれほならない。¢3肌Kが現行法規にもとずき，その法  

的根拠を明記した決定を下すのを避けて内々裡に管理部にたいして色々斡旋な  

り運動をして，紛議を非公式に．処理しようとした事例が歴々みられる。こ．れ  

は由MK委員が十分労働法規紅通暁しないでその適用・解釈に．自信がないため  

でもあるが，このような事がかえって，労働紛議審理の適法性をあいまいに  

し，その本質的な解決を引延す原因の1っに．なっているのである。したがっ  

て，労働紛議に．かんする¢3肌Kの現在の活動を改音する最良の方法は，¢3肌K  
（25）  

委員に現行労働立法を十分学習させることであるとも云われている。   

金銭上の請求にかんする紛議の場合ほ，労働者に．支払われる正確な金額をそ  

の決定のなか軋明記しておかねばならない（20条）。   

新規則第21条は「金銭上の要求に．かんする紛議の審理のさい，萎貞会は申立  

を行うまでの期間中支払わるべき額を労働者に支給する裁定をだす権利をも  

つ。ただし，その期間は3ケ月をこえてほならない。利用されなかった休暇の  

補償にかんする問題紅ついてほ遡って2労働年度をこえてほならない」と規定  

している。本条の適用・解釈をめぐって色々な論争がなされていることほ既述  

したが，1968年8月29日付でソ連邦閣僚会議付属の労働・賃金問題国家委員会  

と全速邦労細中央評議会事務局は，本条は労働者が金銭上やその他の要求を  

KTCに．たいして行う申立の時効期間を規定したものではないという意味の行  
（26）  

政解釈を出した。これに．より賃金・賞与・追加金・未払金など紅ついて労働者  

が何時申立をしようとも∂カ月以内紅限って支給されることになった。例えば  

小鍛冶コズロフうは1968年の1月・4月・5月と3カ月間組勤したが，同年12月  

に彼はKTCにたいして同期間中の超勤手当の支払請求にかんする申立をした。  

ところがKTCほ申立直前の8カ月間申立人コズロフほ何ら超勤をしていない  

Q5）B・HりCMOJI5ZPtlyZ（：nOp兄Å0ⅠくpaCCMOTpeH打5ITPyROBbrX CrrOPOZiB CCCP 
1962小 CTp‖55  

C6）＜6王OJIJIeTeI仏rOCyRaPCTBeHHOrOIくOMHTeTa CoBeTa肌HHHCTpOB CCCP rIQ   
BOnPOCaMTpy月a H3aPa60THO葺叩aTさⅠ＞ま963・No‖10，CTPり11   
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としてこの申立を却下した。¢3ル1KはこのKTCの裁定を取消して，現行法は  

KTC紅たいする申立の時効期間を何も規定しているわけではないとしてコズ  
（27） 

ロフの要求をみとめた事例がある。   

利用されなかった休暇の補償紅かんす・る問題の場合は遡って2労働年度以内  

で支給される。極北地区やそれに類似した地方では8労働年度をこ．えてはなら  

ないことになっている。   

労働紛議にこかんする¢3肌Kの決定の採択ほ同会議に出席した委員の単純多数  

決投票に．よって行われる。（p3∧4KほKTCの場合と異り，そこ∴で審理される紛議  

がどのようなものであって－も，それに．対して何らかの決定を出すことが義務付  

けられており，紛議を人民裁判所へ移送したり，また決定の採択を回避するよ  

うなことはできない。そうでないと労働者としてほ紛議解決のため裁判所に．た  
（28）  

いして上訴権を行使できないからである。・   

労働紛議にかんして¢3机Kが・一度採択した決定は管理部や労働者の要請によ  

っても，検事の異議申立によっても，また自己の発患てでも取消すことができ  

ない。またどのような上級労舶機関といえども労働紛議にかんする¢3MKの決  

定を取消す権限をもっていない。かつては，州・地方・共和国等の上級労組機  

関は監督手続でPKKの裁定を取消していたが，今日ではKTC・¢3八4Kの裁定に  

たいして上級労組機関はこのような権限をもっていない。   

ソ連邦労租規約によると下級労組ほ上級労組に従属する。換言すればすべて  

の¢3MKは州・地方・各共和国の産業別労鵜委員会に従属しているが，このこ  

とは上級労組機関がかつてのように¢3肌Kの紛議審理活動に．たいしてまでも監  

督権をもつという意味ではない。上級労組は労働紛議の審理に／ついてコントロ  
（29）  

－ルの機能をもつ紅すぎない。上級労組としてはゃ3MKの労働紛議審理にかん  

する活動を組織化するとか，¢3MK・KTCの各委員とゼミナ・・－ルをもって彼らを  

C7）B・・HHKHTHHCKHfi，A・CTaB工IeBa：KaIくnMⅡ坤aBaM朋：nOJIZ）3y王OTC兄¢3mK 
npo如3ÅaT・1964〃 Cでp・144  

C28）CoBeTCIくOeTpyZtOBOeIlpaBO”H3ZLaTeJIbCTBO ＜BbICLua兄ulKOJIa＞ 肌oc王くBa 
1965りCでp‖ 322  

（29）AJI9rrⅢTe紬‥Ho針路rTOP51ZLO重くPaCCMOTpeHH5ITpyAOBZirXCrrOPOBくCoBe一   
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指導教育するとか彼らの活動－・般を点検するにすぎない。すなわち，労組評議  

会・労塵中央委員会・労鵜州委員会にほKTC・¢3机重くの労働紛議の審理活動を社  

会的にコントロ－・ルすると同時に，それら各委員会の紛議解決を援助するとか，  

・その経験を相互に．交換しあって紛議発生の原因を究明してその－・掃に努める養  
（30）  

務がある。   

王くTC・人民裁判所での労働紛議の審理の場合労働者ほ忌避中立の権利をも  

つが，◎3MKでの審理にはこの権利をもたない。その理由は¢3八4Kの委員を忌  
く31）  

避してこも誰もそれを代行できないからだと云われて：いるが，その他に¢3ルIKの  

委員は総会での選挙で選出され，またその決定がKTCの裁定の場合と異って既  

述のよう紅多数決投票で採択されるからでもあろうと考える。   

なお，本項で当然ふれるべきほずの◎3肌Kの決定の法的性質および解雇問題  

にかんする¢3MKの審理手続（や3肌K規則第10条の適臥上の問題）などについ  

てほ今日注目されている蚤要な問題でもあるので別項で詳論する。  

ホ．執行手続   

¢3川Kの決定はその執行期日の指定がない時には管理部によって10日以内に・  

執行される点，KTCの裁定の執行の場合と同様である（35条）。   

◎3MKはKTCで未解決の紛議，およびf（TCの裁定に不満な労働者の申立を審  

理する以外に，KTCの裁定を管理部が執行しなかった場合強制執行証書を交付  

する権限をもっている（86条）。管理部が10日以内紅この¢3ルIKの決定を執行し  

ない場合ほ同決定が出てから1カ月以内に関係労働者の請求により（38条）¢3肌1く  

は．強制執行証書を交付する。同証書は3カ月以内に執達吏に提示して強制執行  

される（89条）。しかし，管理部もしくは労働者が10日以内に人民裁判所へ提  

訴した場合にほ，この¢3MKの決定の強制執行談苔は交付されない（37条）。  

でCKOerOC．y月apCT80〃叩a80＞1957rノノNo7 cTp・60  
即）1957年8月17日伺ソ連邦労働組合中央評議会幹部会決定確認の「労組共和国・地方・州   

評議会規程」CnpaBOq即K叩0㊥coIO3HOrOpa60rH巧Ka・npO如3几aで1964Cでp‖172   
「労組評議会ほ労組機関や経営機関における労働者・事務職眉の訴願や異議申立の審理   
を監視する」  
蝕 BlB∴KapaBaeB，A・m”KaOraHOBCKa兄，P”3・JIHBulHu：Pa3peuleHIieTpy皿・   
08ぁーXCnOpO8－Ko封＝けe即ap〟葺－rOCX）pH3碑rい19弧CTp…111   
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管理部が不当解雇や不当転職させられた労働者の復職にかんす－る¢3MKの決  

定を執行しない場合には，◎3肌Kは復職の決定が出た日からこの決定が管蛭部  

に．よって実際紅執行される日までの強制的休職期間中の賃金や賃金差額を支払  

う決定を出す（40条）。   

なお，各支部に．KTCが設置されている場合（例え．ばソフホ－ズに優々みら  

れるように）その裁定の強制執行証書の交付ができるのは，各支部の労組委員  

会oTAeJIeHqeC附泊KOMHTeTrTOP¢coFO3aでほなくてその上部に・ある労働者委  
＼ニミご＼  

員会pa60tlHe王くOMmeTである。   

¢3MKは強制執行証書の交付の際，KTCが法定の審理手続を順守したか否か  

をまず十分審査した上で行うのであり，もし違反がある場合は交付しない。す  

なわち，本来KTCの審理事項でないものを審理の対象に．してこいる場合とか，  

KTCの会議の管理部・労舶代表の構成や裁定の採択方法が違法な場合に．は同証  
く33）  

書は交付されない。   

KTC・¢3MKの裁定および決定の強制執行証書の交付手続紅ついて従来か  

ら色々説がわかれている。   

まずア・エリ・、エプレコタイン（第1説）ほ「KTCのノ裁定の強制執行証書の  

交付の問題は¢3MK議長1人で解決するのでほなくで労組委員会の会議で審議  

すべき性質の問題である。（p3∧4KがKTCの裁定を違法と認定した場合は同裁定  

の取消の決定をして，紛議を本質的正解決しなけれほならない。新しい労働紛  

議審理規則では明記されてはいないが，KTCの活動にたいサーる労組機関の監  

督はKTCの裁定を¢3ルIKがそのイニシアチブによって取消す権限のうちに  

あらわれている。 ソビエトの労働紛議審理制度の歴史をみると，PKKの裁定  

を強制執行する場合，強制執行証書を交付する権限をもっていた機関（労働人  

民委員部・共和国・地方・州・中央の労組委員会）はその交付を拒否したり，  

また自己のイニシアチブで監督手続に．よりPKIくの裁定を審理する権限をもっ  

（32）n．BypHauleBa：tlTO Ha月03ZlaTbCeJZZ｝CZ（0Ⅹ03兄葺CTBeHHもIM pa60qHM HCJIy）Ⅸa一   
叫HM OPa3peLIleHHH Tpy，qOBb7X CrIOPOBhrlpo中班3月aT1964・CTp・37  
（姻 Aい ¢acTbTKOBCK班員‥npO¢coIO3HOMy aIくTHBⅡCTyO Tpy且OBOM3aKOH明aTe刀b－   

cTBe・nさ0如3朋Lr・1964‖Crp・328   
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・こ；小  

ていた。‡くTCの裁定が違法であるに．もかかわらず，¢3肌Kが機械的にKTCの  
（29）  

裁定の強制執行証書を交付するというのは不合理ではなかろうか」と述べ，同  

証番交付の権限をもっている現在の¢3皿Kは，現行法上の規定がな 

て同一・権限をもっていた上級労組機関と同様KTC（かつてはPKK）の行う労働  

紛議の審理活動を監督する必要のあることを強調する。   

以上のエプレユタインの主張にたいして，アレクサンドロフほ次のような批  

判を加える（第2説）。   

「ア・，エリ・エプリ．ユ．タインほ強制執行証書の交付の問題は¢3川Kの会議で  

審理すべきであると考えている。この説は何ら法的根拠がない。新審理手続規  

則第19条はKTCの裁定ほ．義務的効力をもち，何らの確認も必要としないと規  

定している。あらゆる場合に同証書の交付の問題をいちいち◎3MKの会議で審  

理するようではKTCの裁定の執行をいたずらに．遅延させ，その権威を弱めはし  

ないだろうか」「■このような交付の問題を¢3肌lくの会議をひらいて審理すべき  

であるという規定は新審理規則のどこにもない。したがって，KTC・¢3皿Kの  

裁定や決定の強制執行証書交付の問題ほ¢3肌Kの議長もしくはその代理人に 

よって解決できる」とし，次に「王〈TCの裁定を違法とみた場合は，¢3肌Kの試  
（＄5）  

長に・◎3肌K紅たいし申立をする権限を附与すべきではないか」と喝案している0   

第1説は旧審理融度ではPKKの裁定を上級労組機関が監督手続で取消して  

いたように，今日でも強制執行証書の交付に・関連して¢3肌Kのイニシアチブで  

KTCの裁定を取消すことができる（しかし，労働紛議審理紅かんする◎3MKの  

決定について上級労組機関はかつてのような監督権を有しないことを同時に強  
（＄6）  

掴する），また同証寄交何の問題はまず¢3MKの会議で審理すべきであると考   

鋤1929年1月21日何のソ連邦労働人民委員部決定「PKK瀾停委員会，仲裁裁判所の決   

定の強制執行手続について」欝4条＜H3BeCTH兄HKT CCCP＞1929r」No“6cTpL・158  
65）H・r…AJreZ（Ca瑚pOB：CoBeTCZ（OeTpyAOBOe叩aBOl肌ocKBa”1963・CTpい360  
㈹「新規則施行以前紅は，州・地方・共和国・中央労組委眉会は監督手続によってPKK   

の裁定を取消すことができた。現在労働紛議匹かんするKTCの裁定や◎3MKの決定紅   

ついて，これらの上級労組機関は．，このような権限をもっていない。  」A・几   

9mnTe葺H：HoBh摘rrop兄AOK PaCCMOTpeH朋 TpyAO8brX CL7OPOB”＜CoBeTCZ（Oe   
rocy且apCTBO H叩aBO，＞1957r・No7 c・rp60   
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える。   

これに対して第2説ほ新審理規則第19条を根拠紅KTCの裁定の自主性を或桂  

皮尊重し，KTCの裁定の強制執行証書ほ◎3肌K議長の賓任において交付すれば  

よい。ただし，この場合¢3MK議長紅ドTCの裁定の適法性の認定権を先ずあた  

え．，同議長が遵法と考え．た場合に¢3∧4Kの会議の審理に持込めほよいという考  

え．のようである。   

次に使魔では（第3説）以上の2説の折衷的解釈をしている。「■重くTCの裁定の強  

制執行証書の交付に．かんする労働者・事務職眉の申立は¢3MKの議会で審理さ  

れる。これによって¢3MKほ．証書交付前に．KTCの裁定の適法性を点換するこ  

とができる。¢3肌KがKTCの裁定を違法と認定した場合は，それを取消し証書  

の交付を拒否する決定を下す。このようにして，KTCの裁定の強制執行証苗を  

◎3MK議長が交付する根拠紅なるのは¢3肌Kの決定である。（p3MKそれ自身  
（87）  

の決定の強制執行証書ほ¢3肌K議長もしくはその代理人が個人的に．交付する＿】  

このように第8説ほ証書交付紅はまず◎3肌Kの会議での審理を必要としてい  

る点ほ第1説と同じであるが，議長が形式的な証書交付事務の担当者に．すぎな  

い点，第2説とも異っている。   

次に¢3MKが労働紛議の裁定を取消すことができるのほどのような場合なの  

か，労働者の申立匿・よるのか，それがなくとも¢3MK自身のイニシアチブで取  

消せるのか。この問題も本来¢3肌KとKTCの紛議審理の権限をめぐる法的関  

係にかんする頭要な問題であるが，審理規則のコメソタ－・ルは次のように．解釈  

している。  

「新規則第36条を条文通りに解釈すると，¢3MKは労働紛議を審理したK′rCの  

構成および同裁定の適法性のいかんに拘らず管理部が裁定を執行しない場合ほ  

すべてそれを強制執行する証書を交付することになっている。だが実際には¢  

3MKがこの交付の問題を会議で審理する際紅は，普通管理部がKTCの裁定の  

執行を遅延させたという事実と共に，同裁定の適法性と法的根拠も点検する。   

B7）B HHKHTHHCIく拓銀，A・CTaBZleBa：Z（alくHMHⅡpaBaMH rrOJIb3yK〉TC兄¢3肌K・   
MCrTpaBOqHa兄KHWa－rTpo中H3RaT1964・CTp147   
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KTCの構成とか同裁定が遵法であると断定した場合には，◎3川Kは同証寄の交  

付を拒否しKTCの裁定を取消して当該紛議を本質的に解決する決定を出す。   

¢3肌KがKTCの裁定を取消しもせず，また当該紛議の本質について決定も出  

さずにKTCの裁定の強制執行証書の交付を拒否するこ．とは，労働者・事務職員  

から人民裁判所への提訴権を奪うことになる。   

¢3肌Kが同証書を交付する代りに．KTCの裁定を取消した場合労働紛議を裁判  

手続で審理できるかどうかという問題に．ついては裁判慣行で是認されてい る。   

グルシコ女史ほ」変師として勤務していたが労働法典第47条の4項（被傭者が  

正当の理由なくして系統的に契約またほ内部管理規則によって課せられた義務  

を履行しない場合）に．より解雇された。この解雇を不当として彼女はKTCに異  

議申滋．をした結果，同委員会ほ彼女を復職させるこ．とに．した。   

グルシコ女史ほKTCの裁定の強制執行証書の交付を¢3肌Kに請求したが，¢  

3皿Kは．この申立を審理した後光TCの琴定取消の決定を出し同女史の復職をみ  

とめなかった。そのご同女史ほ人民裁判所へ提訴した。   

ハ′ミロアスク市中央地区第2区の人民裁判官ほ，¢3MKほ審理手続に．かんす  

る規則第24条に違反している。同条によると¢3∧4KがKTCの裁定を取消せるの  

は¢3肌Kのイニレアチプによるのではなく，労働者の申立によってほじめて行  
クライ  

え．るとして二同女史の訴訟を受理しなかった占ハバロフスク地方裁判所民事合議  

部ほ．この訴訟却下にかんする人民裁判官の決定を有効とした。ハバロフスク  

クライ 地方裁判所幹部会は地方検事局の異議申立を拒否した。   

ロンヤ共和国最高裁判所民事合議部ほこの異議申立により同事件を審理した  

結果次のような判決を下した。  

『労働紛議審理手続にかんする規則第28条の2紅よれば，¢3朗K鱒KTCの裁定  

にたいする労働者の異議申立がある場合に紛議を審理することができる 。しか  

し◎3MKがKTCの裁定を労働者の申立に．よらずに取消したからといって，労働  

者が人民裁判所に提訴する権利を失うことにほならない。   

グルレコ女史の提訴を却下した裁判所の事由は，¢3MKが決定を下した紛議  

ほ裁判所が審理できるとした1957年9月13日付のソ連邦最高裁判所総会の決定   
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第1条に．．違反している。同条の意味ほ，労働紛議が裁判所で審理されるのは労  

働者・¢3∧4Kのうちいずれのイニシアチブで紛議が¢3肌Kで審理されるように．  

なったかということとほかかわりがない。ただ裁判所で労働紛議が審理され  

るためには予めKTCと¢3ルIKの審理をへることか必要であるという意味で  

ある。このような前提要件ほ当該事件の場合順守されている。以上のような状況  

（38） のもとでほ裁判所がグルレコ女史の提訴を却下する根拠ほない』   

かくしてロンヤ共和国最高裁判所民事合議部ほグルレコ事件を本質的に審理  
（39）  

するよう原人民裁判所に．差戻した」   

以上の引用から判明することは，歴々労働法テキストで労働者の申立のある  

時にのみ¢3MKは労働紛議を審理すると述べていることの意味は，管理部から  

の異議申立は審理しないというこ．とに．対して去っているこ．とであって，¢3∧4K  

は何も労働者の申立ある時しか紛議を審理できないというこ．とではない。また  

最高裁判所の判決の立場は¢3肌Kのイニシアチブによる紛議の審理を是認し  

ている。このことは要するに紛議審理についてKTCに．たいし◎3MKが実質的  

に監督機能をもつ・ことを容認したものとも云えよう。（未完）  

（38）r．no6poBOJTE｝Cm浦：nPaKTⅢKa8eCpXOBHOrOCyRa PC¢CPJrIOTpy皿OBhIM   
cnopaM＜Co岬aJIⅢCTHtleCIくa兄3a王く0ⅠⅢCOTb＞1959rh Nol11cTp・26  

（39）B小B．f（apaBaeB，A・肌Ka＊Tat｛OBCKa只，P”31nHBLuq：Pa3peuIeHHe   
TpyZLOBbTXCrrOpOB鵬f（oMMerrTaPH葺－rOCIOpH3Z（aT1960」Crp176M177   
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